
安来市未利用財産等の利活用に関する民間提案制度

様式第１号 

令和　　年　　月　　日 

 

事前相談申込書 

 

 １ 団 体 等 の 名 称

 所 在 地

 グループの場合の 
構成法人名

 

ご担当者

氏　名
フリ ガナ

 法人名

 部署名

 E-mail

 電　話

 ２
実施内容 １ 相談(対面)　　　２ 相談(ZOOM)　　　３ 相談及び現地見学

 ３ 

 

 

事前相談及び現地見学の希望日を記入し、時間帯をチェックしてください。 
※ 調整のため複数の希望日を記入してください。 
※ 希望日での実施が難しい場合は、市より候補日を提示させていただくことがあります。

 　　月　　日（　） □10～12 時　　　□13～15 時　

 　　月　　日（　） □10～12 時　　　□13～15 時　

 　　月　　日（　） □10～12 時　　　□13～15 時　

 　　月　　日（　） □10～12 時　　　□13～15 時　

 ４ 【利用したい財産名称又は物件の条件（立地・面積等）】 

 ５ 【質問事項】



安来市未利用財産等の利活用に関する民間提案制度

様式第２号 

令和　　年　　月　　日 

 

参加申込書 

 

　安来市未利用財産等の利活用に関する民間提案制度の運用指針に基づき、以下のとおり申し込み

ます。 

 

●提案の対象となる未利用財産等 

 

●提案を行う者（提案者） 

 

 

 

 

 

 
財 産 の 名 称

 団 体 等 の 名 称

 
団 体 等 の 種 別

□営利法人　　　□非営利法人　　 

□個人事業主　　□その他の団体（　　　　　　　　　　　　　　　）

 代 表 者 役職名： 氏名：

 所 在 地

 

主 た る 担 当 者 

（　連　絡　先　）

(事業所名)

 (所　　属)

 (役　　職)

 (氏　　名)

 (電　　話)

 (メ ー ル)

 団体等の設立年月日 年　　　月　　　日

 従 業 員 等 の 数

 

添 付 書 類

□法人にあっては 13 桁の法人番号 

（法人番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

□団体にあっては、規約等の設立趣旨が分かるもの 

□過去３年分の決算報告書がある場合は添付 

□団体等のホームページ URL またはパンフレットがある場合は添付 

（ホームページ URL：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　) 

□グループの場合は、提案者の構成及び役割分担が分かるもの



安来市未利用財産等の利活用に関する民間提案制度

●提案の内容 

 

 

 
提 案 名

 実 施 予 定 年 数 年間（賃貸の場合のみ）

 財産の活用方法 　□ 賃貸　　　　　　□譲渡

 

効果・メリット

(提案実施による効果・提案者及び市のメリットを明確に記入してください。)

 

同一または類似の

事業の実績

□ 有り（以下に事業名・概要を記入してください） ・ □ 無し 

 

 

提案に要する概算

事業費

・イニシャルコスト（改修費等）　　　　　　千円（税込） 

・ランニングコスト 

【支出】総額：　　　　　　千円（税込） 

　単年：　　　　　　千円（税込） 

【収入】総額：　　　　　　千円（税込） 

　　　　単年：　　　　　　千円（税込）

 

提案の実施に必要

な資金の調達方法

と概算金額

調達方法 総額（円） 単年度（円）

 □ 自己資金

 □ 金融機関からの融資

 □ 市予算

 □ 国・県からの補助金、交付金

 □ その他（　　　　　　　　　　　）

 □ その他（　　　　　　　　　　　）

 □ その他（　　　　　　　　　　　）

 合　計

 
提案者以外の市内

業者の活用

□ 有り（下記に概要を記入してください） ・ □ 無し 

 

 

その他、特記事項

 

 



安来市未利用財産等の利活用に関する民間提案制度

様式第３号 

令和　　年　　月　　日 

 

誓約書 

 

安来市長　様 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提 案 者 所 在 地 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者商号または名称 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　提案者代表者氏名 

 
（署名または記名押印してください） 

 

 

　安来市未利用財産等の利活用に関する民間提案制度への参加にあたり、私は下記に掲げ

る事について誓約します。 

万が一、誓約内容に相違があった場合は、本提案に係る参加資格を取り消されることに

ついて異議を申し立てません。 

 

記 

 

　１．地方自治法施行令第 167 条の 4第 1項の規定に該当する者ではありません。 

 

 

 

 

 

 

　 

２．会社更生法に基づき更生手続開始の申立をしている者、又は民事再生法に基づき再 

生手続開始の申立をしている者ではありません。 

 

　３．安来市暴力団排除条例第 2条第 1号に規定する暴力団、同条第 3号に規定する暴力 

団員の者ではありません。 

 

　４．安来市建設工事等入札参加者指名停止等措置要綱に基づく指名停止の措置を受けて 

いる者ではありません。 

 

　５．法人税、消費税若しくは地方消費税又は提案する前年度の市税を滞納している者で 

はありません。 

 

　６．宗教活動又は政治活動を主たる目的としている者ではありません。 

 

地方自治法施行令第 167 条の 4 第 1 項 

普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に次の各号のいず

れかに該当する者を参加させることができない。 

一　当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

二　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第 32 条第 1 項各号に掲げる者



安来市未利用財産等の利活用に関する民間提案制度

様式第４号 

 

提案概要書 

 

 

 
提案名

 提案の概要、想定するスケジュールを必須として自由に記載してください。また、別紙に替えて

提出いただいても構いません。 

【必須項目】 

・提案の内容 ・実施スケジュール（賃貸の場合は原則５年以内） ・事業計画に合わせた収支計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


